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６つくばＳＤＧｓパートナーズ社会課題解決事業運営業務委託仕様書 

 

つくば市が委託する「６つくばＳＤＧｓパートナーズ社会課題解決事業運営業務委

託」の概要は次のとおりとする。 

 

１ 業務の目的 

つくば市は、平成30年(2018年)６月にＳＤＧｓ未来都市に選定され、平成31年

(2019年)４月に、ＳＤＧｓを推進するためのプラットフォームとして「つくばＳＤ

Ｇｓパートナーズ（以下、「パートナーズ」という。）」を発足した。 

本業務は、持続可能なまちづくりの達成に向けて、パートナーズ会員が主体とな

り、様々な社会課題の解決を自主的、自発的に実践していくために、社会課題解決

を促進するための各種事業（以下、「社会課題解決事業」という。）の運営を行う

ものである。 

なお、つくばＳＤＧｓパートナーズは令和６年(2024年)３月31日時点で個人会員

491名、団体会員182団体である。団体会員については、パートナーズポータルサイ

ト(https://www.tsukuba-sdgs.jp/index.html)において各種情報を随時更新して

いる。 

 

２ 業務の内容 

社会課題解決事業の内容は、①ＳＤＧｓＴＲＹ、②会員交流会の二つにより構成

される。 

(1) 共通事項 

項目 内容 

打合せ ⚫ 各事業の実施前又はつくば市の求めに応じ、対面又はオン

ラインによる打合せを実施すること。 

⚫ 打合せ終了後、速やかにその議事録をつくば市に提出する

こと。 

参加者募集 ⚫ 各事業の参加者の募集は、受託者が直接行うこと。 

⚫ つくば市は広報紙や市ＨＰによってその広報を行う。 

実施方法 ⚫ 各事業は対面又はオンラインにより実施すること。 

⚫ オンライン会議ツール・資料共有サービスなど、事業を円

滑に実施するために必要な仕組みは受託者が用意するこ

と。 

企画・運営 ⚫ 各事業の企画・運営は、受託者が行うこと。 

⚫ 各事業で使用する資料は、受託者が作成し、投影等を行う

https://www.tsukuba-sdgs.jp/index.html
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こと。 

⚫ 各事業の会場の手配は、つくば市の公共施設を会場とする

場合に限り、つくば市が行う。これ以外の施設を利用する

場合には、その手配及び施設利用料は、受託者の負担とす

る。現地視察を行う場合のバス費用等も同様とする。 

報告 ⚫ 各事業の実施後、速やかにその報告書をつくば市に提出す

ること。 

⚫ 各事業の実施後、参加者にアンケートを実施し、その結果

を上記報告書に盛り込むこと。 

⚫ 各事業の様子は、参加者の了承を得た上で写真により記録

し、上記報告書と併せて提出すること。 

情報発信 ⚫ 受託者の運営するＳＮＳ、ＨＰその他の媒体において、各

事業に関する情報発信を積極的に行うこと。 

⚫ つくば市からの求めに応じ、つくば市ＨＰ等における情報

発信の素材となる画像、映像及び文章をつくば市に提供す

ること。 

その他 ⚫ 参加者の取りまとめ、問合せへの回答などの一切の対応は

受託者が行うものとし、参加者に対しては誠実に対応する

ものとする。 

(2) ＳＤＧｓＴＲＹ 

ＳＤＧｓＴＲＹは、資金・人材・社会的必要性など多様な見地から、実現可能

性・持続可能性が高く、かつ効果的な社会課題解決の実践を促進するため、定期

的なワークショップや継続的な活動支援などを行うものである。 

項目 内容 

実施期間・ 

実施回数 

⚫ 実施期間は、令和６年(2024年)９月１日から令和７年

(2025年)２月28日までとする。 

⚫ 実施期間中に、３回以上のワークショップを実施するこ

と。その際、ワークショップの実施間隔に偏りが生じない

ように留意すること。 

⚫ 実施期間中に、１回以上のフィールドワークを実施するこ

と。フィールドワークの実施場所は、つくば市の社会課題

に即したものとすること。 

参加者 ⚫ 参加者数は、30名程度とする。 

⚫ 応募者多数の場合には、面談等の実施により参加者を選定

すること。 
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⚫ 参加対象者は、パートナーズの個人会員及び団体会員とす

る。応募の時点で会員ではない者は、ＳＤＧｓＴＲＹへの

参加をもって会員に登録したものとする。 

グループ分

け 

⚫ 参加者のグループ分けは、取り組む社会課題によって行う

こと(各１～６名、５～８グループを想定)。 

⚫ グループ分けの際には、個人会員と団体会員の連携に配慮

すること。 

社会課題 ⚫ 取り扱う社会課題は、つくば市におけるＳＤＧｓのゴール

達成に関係するものの中から、参加者の意向を踏まえ選定

すること。 

連絡体制 ⚫ 連絡手段は、各グループ内及び参加者全体で、円滑な連絡

やデータの送受信ができるものを採用すること。 

⚫ 採用した連絡手段が使用できない参加者には、使用方法の

説明等フォローアップを行うこと。 

⚫ すべての連絡内容を、受託者及びつくば市が随時把握でき

る体制を整備すること。 

取組支援 ⚫ フィールドワークを実施するに当たり、参加者の問題意識

を踏まえて、適切な視察先を選定すること。 

⚫ 単にフィールドワークを実施するだけでなく、その実施後

に行うワークショップでは、参加者に対して集めた情報を

基に課題を整理させること。 

⚫ 各グループが社会課題解決に向けた提案をまとめる際に

は、既に地域活動を行っている者からのフィードバックを

提供できるようにすること。 

(3) 会員交流会 

会員交流会は、主にパートナーズ会員同士の連携の機運を醸成することを目的

として、ＳＤＧｓＴＲＹの活動報告や交流会を実施するものである。 

項目 内容 

実施時期 ⚫ 会員交流会は、令和６年(2024年)９月１日から令和７年

(2025年)２月28日までの間に１回以上実施すること。 

⚫ 実施時期を設定する際には、プログラム内容の準備期間や

つくば市の業務状況などの事情を総合的に考慮すること。 

プログラム

内容 

⚫ 本イベントでは、次のプログラムを盛り込むこと。ただし、

委託者との協議によって内容を変更することができるも

のとする。 
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➢ 意見交換会 

➢ ＳＤＧｓＴＲＹの最終報告会 

➢ 会員同士のマッチング・交流会 

参加者 ⚫ 参加者数は、100名程度とする。 

⚫ 本イベントの参加対象者は、次のとおりとする。 

➢ ＳＤＧｓＴＲＹ参加者 

➢ パートナーズ個人会員・団体会員 

➢ パートナーズ会員と連携し、つくば市内で社会課題の

解決に取り組みたい個人・団体 

 

３ 成果物 

終了後、全ての内容を整理し、以下について提出すること。 

(1) 業務報告書 １部（Ａ４判） 

(2) 業務報告書（概要版） １部（Ａ４判、10枚以内） 

(3) 上記(1)、(2)にかかる電子データ一式（ＰＤＦ及び元データをＤＶＤに保存し

たもの） 

(4) ＳＤＧｓＴＲＹ、会員交流会の写真データ（データをＤＶＤに保存したもの。

画像についてはＪＰＧ又はＰＮＧ形式とし、ＨＰ等で公開可能な素材とする。） 

(5) その他本業務の運営に関して作成した資料・アンケート・参加者作成資料・名

簿等（データをＤＶＤに保存したもの） 

 

４ 契約期間と運用開始 

契約期間は、契約締結日の翌日から令和７年(2025年)３月14日までとする。 

 

５ 報告及び検査 

つくば市は、必要があると認めるときに、受託者に対して本業務の履行状況その

他必要な事項について、報告を求め、検査を行うことができるものとする。受託者

は、つくば市からこれらの求めがあった場合には、誠実に対応しなければならない。 

 

６ 連絡体制 

本仕様書に記載した業務を円滑かつ確実に遂行することが可能な体制を整備す

ること。また、これに伴い以下の要件を満たす体制を整備すること。 

・ 「業務全般を統括する責任者」を配置すること。 

・ ＳＤＧｓＴＲＹ、会員交流会では、常時３名以上の職員を配置すること。原則

として契約期間内は同一の職員を各グループに配置するものとする。 
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７ 留意事項 

(1) 本業務による事務に関して知り得た個人情報については、本業務の遂行のみに

利用することとし、情報の流用、部外者への漏えいは一切禁ずるものとする。 

(2) 本業務による事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくな

ったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去すること。 

(3) 本仕様書に記載のない事項又は本仕様書に疑義が生じた場合は、つくば市及び

受託者が協議の上、定めるものとする。 

 

８ 契約に関する条件等 

(1) 再委託等の制限 

受託者は、本業務の監理業務を第三者に再委託し、又は請け負わせてはならな

い。 

受託者は、監理業務を除く業務の一部を委託することができるが、その場合は

再委託先ごとの業務の内容及び実施の体系図、工程表、再委託先の概要、責任者

を明記したものを事前に書面にて報告し、委託者の了解を得なければならない。 

(2) 成果品の利用（二次利用等） 

本業務による成果品の著作権は委託者に帰属するものとし、委託者は、本業務

の成果品を、随時利用できるものとする。 

(3) 著作権等の権利関係への注意 

受託者は、成果物の作成に当たり、第三者が権利を有する著作物（統計データ

や写真等）を使用する場合は、著作権や肖像権等に厳重な注意を払い、当該著作

物の使用に関して、費用負担を含む一切の手続を行うものとする。 

なお、本業務に関して、第三者との間で権利侵害の紛争等が生じた場合は、当

該紛争等の原因が専ら委託者の責に帰す場合を除き、受託者の責任と負担におい

て一切の処理を行うこととする。 

(4) 個人情報の保護 

受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）に基

づき、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

なお、本業務に関して、外部流出や不適切な取扱い等によって第三者との間で

紛争等が生じた場合は、当該紛争等の原因が専ら委託者の責に帰す場合を除き、

受託者の責任と負担において一切の処理を行うこととする。 

(5) 機密の保持 

受託者は、本業務（再委託をした場合を含む。）を通じて知り得た情報を機密情

報として扱い、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

特に、他自治体等からの業務委託の際などの機会に活用してはならない。また、

本業務に関して知り得た情報の漏えい、滅失、き損の防止、その他適正な管理の
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ために必要な措置を講じなければならない。契約終了後もまた同様とする。 

 

９ その他 

(1) 本業務の実施に当たっては、本仕様書によるほか、監督職員の指示によること

する。 

(2) 本業務を適正かつ円滑に実施するため、監督職員と受託者は密接な連絡を取り、

業務の方針及び条件等の疑義を正すものとする。なお、本仕様書に定めのない事

項等、疑義が生じた場合は別途協議して定める。 

(3) 本業務の完了は、業務完了届及び成果品を提出し、完了検査に合格した時点と

する。なお、業務完了後であっても成果品に不備、誤り等が発見された場合は、

受託者の責任で速やかに手直し等の必要な措置を講じるものとする。 

 

10 書類の整備 

本業務に係る帳簿、支出証拠書類等を整備するとともに、当該事業の完了の日の

属する会計年度の翌会計年度から５年間保管する。 

 

11 支払い 

委託料の支払いは一括払いとし、業務完了後に、次表のとおり銀行振込の方法に

よって支払うものとする。 

請求月 支払月 支払上限額 

(税込) 

請求手続 

2025年 

３月 

2025年 

４月 

6,835,000円 令和６年(2025年)３月14日までに業務

完了届を提出の上、請求すること。 

 

12 問合せ・納入先 

(1) 名称  つくば市政策イノベーション部持続可能都市戦略室 

(2) 住所  〒305-8555 

茨城県つくば市研究学園一丁目１番地１ 

つくば市役所コミュニティ棟２階 

(3) TEL   029-883-1111(内線6291) 

(4) FAX   029-828-4708 

(5) Email  sdgs2030@city.tsukuba.lg.jp 


